
２ 一般会計・特別会計実質収支

 うち地方

 歳 入 総 額  歳 出 総 額  歳入歳出  実質収支額  自治法第

差引額  233条の2

 継続費 繰  越 事　故  　　計  の規定に

 逓　次 明許費 繰越し  よる基金

 　　　　　Ａ 　　　　　Ｂ   Ｃ (A-B)  繰越額 繰越額 繰越額  　　　　Ｄ  　Ｅ (C-D)  繰入額

614,833,853 610,990,927 3,842,926      － 3,373,564 278,583 3,652,147 190,779 95,390

 競輪事業 22,329,886 22,206,839 123,047  　　－  　　 －  　　－  　　 － 123,047  　　　－

 卸売市場事業 1,618,487 1,601,224 17,263  　　－ 17,263  　　－ 17,263 0  　　　－

特  国民健康保険事業 146,493,908 145,192,164 1,301,744  　　－  　　 －  　　－  　　 － 1,301,744  　　　－

 母子父子寡婦福祉 716,008 467,487 248,521  　　－  　　 －  　　－  　　 － 248,521  　　　－

    資金貸付事業

 後期高齢者 15,363,244 14,637,355 725,889  　　－  　　 －  　　－  　　 － 725,889  　　　－

別
        医療事業

 公害健康被害 221,037 72,264 148,773  　　－  　　 －  　　－  　　 － 148,773  　　　－

        補償事業

83,451,419 81,700,111 1,751,308  　　－  　　 －  　　－  　　 － 1,751,308  　　　－

2,811,915 2,753,156 58,759  　　－ 36,569  　　－ 36,569 22,190  　　　－

 会 95,919 95,919 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

        共済事業

554,954 317,107 237,847  　　－  　　 －  　　－  　　 － 237,847  　　　－

569,297 334,954 234,343  　　－  　　 －  　　－  　　 － 234,343  　　　－

   ゴルフ場事業

 計 5,858,640 5,858,640 0  　　－  　　 －  　　－  　 　－ 0  　　　－

      取得等事業

226,425,485 226,425,485 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

　実質収支      形式収支（歳入歳出差引額）から翌年度繰越事業費等に充当されるべき財源を差し引いた実際の当年度の

　　　　　　　　収支を明らかにするものである。

 公債管理

 墓地整備事業

 生田緑地

 公共用地先行

 　翌年度へ繰り越すべき財源

 一般会計

 港湾整備事業

 勤労者福祉

 介護保険事業

区　　　　分


